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０．はじめに

近年、国内外における日本語学習者の多様化は日本語教育をめぐる価値観の

転換を迫り、現役日本語教師の成長の方向性やビリーフも多様化を迫られてい

る。国内で留学生教育に携わる筆者もまた現場で要求される「よき教え屋」像

と、2000年に発表された新指導要領並びに雑誌『月刊日本語』などで積極的に

提唱されている「協同者としての日本語教師」像との乖離を感じ、現場での整

合性に悩んでいるところである。更に筆者の現場では2000年度より変更になっ

た新しい指導要領によって学んだ教師と、1985年に制定された旧指導要領によ

って学んだ日本語教師間でのビリーフの衝突も生じている。

筆者は現行のコミュニケーションを中心に据えた新指導要領に従った教師養

成課程ないし日本語教育能力検定試験については再検討の必要性を感じている。

そのためには現在日本語教育の現場で活動している教師の意識を調査し、教師

間のビリーフの異なりとそこから生じるであろう問題点を明らかにする等、再

検討のための情報を集める必要がある。そこで本稿では国内外の日本語を母語

とする日本語教師と養成講座受講中の学生に対し自由記述によるアンケート調

査を実施した。質問項目は、日本語教師が（１）どのようなことに困難を感じ、

（２）どのような教師像を理想とし、（３）どのような現状認識のもとに、（４）ど

のように成長していきたいと考えているかに関わるものである。その結果をも

とに現在の日本語教育観との整合を試み、新指導要領と日本語教育能力検定試

験の内容改善の一助となることを目指す。
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１．日本語教育観をめぐる変化について

近年の日本教育観をめぐる変化を＜表１＞に示す。本稿では1985年に制定さ

れた日本語教師養成における指導要領（「日本語教師のための標準的な教育内容」

1985年、文部省）に基づいたものを従来の日本語教育観とみなすことにする。

そこでの学習目標は日本語が使えるようになることであり、教育の目的は日本

語を教えることであった。教室活動は教師主導で行われ、教師の役割はいかに

効率よく、いかに教師がクラスをコントロールし、効果的に教えるかという

「よき教え屋」であることであったといえる。そこでの学習者の主たる学習動機

も道具としての日本語を獲得することや知的な興味を満足させることであった。

それは無論主な学習者が就学生や留学生、海外高等教育機関の学生であったこ

とにも因る。

一方、1990年代の入管法の改正によって生じた地域の定住外国人の急激な増

加を受けて、地域住民による多文化共生社会の実現を目指した「日本語」活動

（教育ではない）が本格化したことにより、2000年代からは日本語教育学会や日

本語教育のオピニオンリーダー的存在である『月刊日本語』で、従来の日本語

教師像の転換を迫る教師像が積極的に提言された。それは学習目標を学習者

（参加者）の生活及び学習環境の質的改善とし、日本語を使えるようにすること

を、あらゆる学習者の共通の目標と見なさなくなったことを意味する。教師の

目標も学習者と共に成長することと考え、責任や主導権は学習者のもの、教師

の役割は協働的相互活動を行うための介添人（西口2001：117）という考え方で

ある。更に多文化共生に向け、教師の役割は共生の言語環境を調整する存在

（coordinator）、双方向の学習の実現を触媒する存在（facilitator）、参入者の立場

＜表１　近年の「日本語教育」観をめぐる変化＞



を擁護・代弁する存在（advocator）と領域が拡大している（岡崎2001：176－

177）。したがって学習動機も従来の統合的・道具的動機に加え、食事や睡眠の

ような日常の営みの一つ、または母文化を維持しながらの共生化の推進なども

含まれ、非常に多様化していると考えられる。それらの地域における外国人問

題からの提言を受けて改正され報告されたのが2000年の「日本語教員養成のた

めの新たな教育内容」（日本語教員の養成に関する調査研究協力者会議：2000）

である。

１－１　新指導要領と教師養成の現場の多様化について

日本語を学ぶ、あるいは日本語環

境に身を置く外国人の多様化に従い、

文化庁は1985年に制定された「標準

的な教育内容（本稿では旧指導要領

と呼ぶ）」を見直し、2002年（平成

14年度）より指導要領を大幅に変更

した「日本語教育における新たな教

育内容（本稿では新指導要領と呼

ぶ）」が提示された。それは図１に

示すようにコミュニケーションを中

心に据えた３領域５区分からなり、

１「社会・文化・地域にかかわる領

域」２「教育にかかわる領域」３

「言語にかかわる領域」の３分野の

中の、「社会・文化・地域」「言語と

社会」「言語と心理」「言語と教育」「言語一般」の５区分によるものである。そ

れぞれの区分の詳細は＜表２：巻末１＞の通りである。新指導要領はその編成

の目的として「日本語教育を実践するためには、学習者個別の特質を見つける

ミクロ的な視点と、個々の学習を社会的文脈の中に位置づけるマクロ的な視点

の両面が必要になる」ためと述べている（注１）。また旧指導要領が標準単位数

等を固定的に設定していた反省から特に優先順位は設けられず、各教育機関が

自主的に教育課程を編成するよう指導されている。

旧指導要領と新指導要領との差異は日本語教育能力試験の出題範囲を対照す

ることでより明らかとなる。日本語教育能力試験の出題範囲は、2003年度から
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図１　新指導要領における３領域５区分

日本語教員の養成に関する

調査研究協力者会議（2000：11）
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変更され、これまでに２度試験が実施されている。日本語教育能力検定試験の

出題範囲の変化を＜表３＞に示す。

＜表２＞＜表３＞により、１）日本語に関する知識重視から、社会やコミュ

ニケーションに関する知識重視へ、２）日本事情に加え日本語教育事情や外国

人問題に関する知識（入管法等）重視へ、３）言語教育法（教材・教具・教授

法に関する知識等）重視から心理学（言語習得、発達等）や多文化教育（異文

化トレーニング等）重視へといった変化を見ることができる。

また新指導要領では日本語教師に求められる資質・能力について、日本語を

正確に理解し的確に運用できる能力を有することを最重要の基本事項とした上

で、以下の４点を重要事項として提示している（文化庁2000：９）。

＜表３　日本語教育能力検定試験　出題範囲の変化＞



現職日本語教師のビリーフに関する質的研究

-219-

日本語教師に求められる資質・能力

（基本事項）日本語を正確に理解し的確に運用できる能力を有すること。

（ア）言語教育者として必要とされる学習者に対する実践的なコミュニケーシ

ョン能力を有していること。

（イ）日本語ばかりでなく広く言語に対して深い関心と鋭い言語感覚を有して

いること。

（ウ）国際的な活動を行う教育者として、豊かな国際的感覚と人間性を備えて

いること。

（エ）日本語教育の専門家として、自らの職業の専門性とその意義についての

自覚と情熱を有すること。

以上述べてきた新指導要領や日本語教育能力試験内容の変化に対する日本語

教育機関からの評価については横溝・當作（2003）に詳しい。横溝・當作は肯

定的評価、否定的評価としていくつかの点をあげているが、うち教育内容に関

するものを＜表４＞に示す。

＜表４＞の否定的評価の（１）（４）に示されているような評価は筆者の属す

る現場でも見ることができる。筆者は平成15年度（2003年）よりヒューマンア

カデミー専門学校日本語教師養成講座で日本語教師養成に携わっている。＜表

５＞に示したのが新指導要領にしたがって新たに編成された標準的な講義科目

である。

＜表４　新指導要領への全体的な評価（横溝2003：181－183）＞
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筆者をはじめ多くの非常勤教員からは範囲の拡大や内容の高度化に疑問の声

があがっている。旧指導要領に基づいた日本語教育能力検定試験と比べ試験内

容も専門的になっており、単なる知識より知識に基づく応用力を問うよう作成

されている。養成講座受講生の合格率は新潟校では１～２割である。記憶のメ

カニズムや評価法、認知言語学や状況的学習論といった科目は確かに知ってお

けば日本語教師として有利であるが、教員養成課程で磨かなければならないの

はむしろ教室での学習者とのコミュニケーション能力や教授能力である。新指

導要領に420時間で対応するために、本来必要な教育実習に十分な時間をとるこ

とができない講座は多いのではないだろうか。

また日本語教育能力検定試験は試験要項においてその目的を以下のように記

している。

日本語教員となるために学習している者、日本語教員として教育に携わっ

ている者等を対象として、その知識および能力が日本語教育の専門家とし

て必要とされる基礎的水準に達しているかどうかを検定することを目的と

する。（http://www.jees.or.jp/jltct/jltct_guide.htm）

しかし「専門家として必要とされる基礎的水準を検定する」には日本語教育

能力検定試験はあまりにも専門性が高くなりすぎている。この試験は大学で主

専攻として日本語を学んだ学生であれば合格できるレベルといわれているが、

この新しい領域をすべてカバーしているカリキュラムを持つ大学は日本でもわ

ずかしかないこと等を考えると、学部生での合格はおろか大学院日本語教育主

専攻の学生でも合格は容易ではないと考えられる。現在の教育能力検定試験の

内容を全てマスターしている学生がいるとすれば、知識だけについて言うなら

その学生は次の日から日本語教育の専門家として日本語教師の指導にあたれる

＜表５　ヒューマンアカデミー日本語教師養成講座420時間の標準的な内容＞



現職日本語教師のビリーフに関する質的研究

-221-

ほどである。

しかし、現実にはその広範囲にわたる知識を身につけ能力試験に合格した優

秀な新米教師が海外の日本語教育機関で全く役に立たなかったと３ヶ月で解雇

され帰国してくるケース（表５－２）があった。また最新理論に詳しい新人教

員が熟練教員と指導法をめぐって対立するケース（表５－１）もあった。これ

らのケースは、日本語教育の現場で要求されている技能と、養成講座で教え能

力試験で測っている技能とが乖離しているという可能性を示唆する。無論能力

試験では能力や資質の全てが測れるわけではないことは JEES（財団法人日本国

際教育支援協会）も指摘しており、筆者も教師の成長の方向性として新指導要

領における３領域５区分は望ましいと感じている。ただしそのようにして知

識・理論偏重のトレーニングをうけて試験に合格した受講生が送りだされる現

場の意識が旧来の「教え屋」追求主義で、現行の指導要領の教育水準の高さを

知らないのであれば、期待を胸に現場に立った新人教師は正当な評価を受けら

れないまま排除される可能性が高い。＜表５＞は筆者の周辺で実際に起こった

対立の例である。

効率のよい積み上げ教育を重視する教師の中にコミュニケーションや学習者

の主体性を重視することを学んだ新人教員がチームを組んだ際、両者のビリー

フ（教育信念）の相違からお互いに否定的な評価を下してしまう。そして上の

立場の教師が新任教師のビリーフを尊重できない場合、苦しむのは新人教師の

側であり、どちらのケースも新人教師が職場を離れてしまう結果に終わってい

る。このような対立現象（溝）は教育経験が長く最新の研究動向に関心の浅い

＜表５　新旧教員の評価対立のケース＞
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日本語教師の多い職場で相当な数で生じているのではないだろうか。

現行の新指導要領並びに日本語教育能力検定試験は改善する（日本語教師の

最低条件とみなさない、あるいは試験内容のレベルを下げる、試験分野・方法

を改める、教師標準の設定等々）必要性があるが、それ以上に現場で教壇に立

つ、あるいは現場で主任的立場にある日本語教師を再研修する必要がある。そ

して現職教師はこの新指導要領について理解を深め、教師自身の成長の方向性

を見直すと共に、現行の日本語教師養成講座と能力検定試験についても現場で

求められる日本語教師像との整合性をはかるべく改善していく必要がある。そ

の整合性をはかるためには、現職教師の意識を国内外にわたり質的・量的に調

査する必要がある。

２．調査の概要

現職日本語教師の意識調査として最も大々的に行われているのは『月刊日本

語』が実施する日本語教師アンケートであろう。ここ数年、一年に一度約100名

に対して実施されている本格的な調査だが、60にも及ぶ質問項目の多さから一

つ一つの回答が短く断片的なものにとどまっている。またビリーフより待遇等

を尋ねる内容が中心である。今回は量的な調査をするに先立って、どのような

点を調査することが必要かを調べるため、質的に有意味なデータを採取するこ

とを最重要課題とした。そこで何か特定の目的や意図をもった質問というもの

ではなく、なるべく教師自身の意識を量れるよう、また自身の関心にひきつけ

て自由に回答してもらいやすいような抽象的な質問項目を10用意し、電子メー

＜表６　質問項目＞
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ルによって質問した。質問は、日本語教師が（１）どのようなことに困難を感

じ、（２）どのような教師像を理想とし、（３）自分自身の活動・役割をどのよ

うに位置づけ、（４）どのように成長していきたいと努力しているかに関わるも

のとした。回答量も自由とした。回答所要時間は短い教師で10分程度、長い教

師で２時間以上である。質問項目を＜表６＞に示す。

当初は知人のみに電子メールで回答を求めたが、身近な関係者からその関係

者へとメールが回り、筆者自身が見知らぬ教師からも10名以上回答を得た。特

にフランス日本語教師会からは５名の回答をいただいた。彼らの属する教育機

関は主に大学と日本語学校である。ボランティアのみの回答者はいない。また

養成講座受講中の未経験の学生７名にも回答してもらい参考資料とした。回答

者の属性を＜表７＞に示す。

吉崎（1998：168）は教師

の発達段階について０～３

年目を新米教師、５～15年

目を中堅教師、20年目以上を熟練教師と分類している（＜表８＞）。吉崎の分類

では４年目、16年目から19年目までをどこに位置づけるのかが明確ではない。

また日本語教育の歴史を考えると20年以上の教師の絶対数が限られてくるため、

本稿では吉崎の基準に基づき、無経験（７名）、新米（４年目まで、８名）、中

堅（５年目から15年目まで、８名）、熟練（16年目以上、４名）として分類した。

本稿ではこの中でビリーフと直接関係し、差異の認められる可能性のある項

目（５）～（10）について結果と考察を述べことにする。

＜表７　回答者の属性（27名）＞

＜表８　教師の発達段階　吉崎（1998）＞
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３．アンケート結果と考察

３－１　項目５　教師が学習者の習得に対して果たす役割について

現役教師の全回答を＜表９：巻末２＞に示す。アンケートの結果、教師が学

習者の習得に対して果たす役割については教育年数や国内外による違いがさほ

ど見られず、多くの教師が自身の役割を50％以下で捉えていることが分かった。

また10％前後と低く捉えている教師も数人見られたが、経験年数との相関は見

られなかった。また「果たす役割の度合いは学習者によって異なる」との回答

も教育歴の長短に問わず見られ、経験年数との相関は見られなかった。

しかし15年以上の教師において「自分の力が80％だと思いたい（が実際は低

い）」という回答が見られた。また＜表10＞では「未熟な教師とはどのような教

師か」という質問に対して「80％などと答える教師」（海外１年）等の回答がい

くつか見られた。これらを考慮すると、現実には自身の貢献度や役割を高く捉

えている教師が数多く存在するのではないだろうか。今回の調査は自己申告に

よるもので、謙譲が美徳とされる日本においては表面上役割の度合いを低く申

告しているが、実際の言動を分析すると高く捉えているという可能性は否めな

い。このような潜在的な意識を明らかにする方法としては日本語教室内で生じ

たトラブルや問題のある学生像を提示し対処法を尋ね、その対処法から分析す

る方法が考えられる。このような分析結果と自己申告内容との一致を確認する

必要があるだろう。

また、日本語リソースの少ない海外の教師は学習者に対する教師の貢献度を

高く捉えていると予測していたが、そのような回答をした教師は1人しか見られ

なかった。今回のアンケートの回答者の勤務地は、フランス、アメリカ、韓国、

タイ、ベトナム、台湾、ネパール等であるが、これらの国ごとの言語教育およ

び学習に対するビリーフが回答者に影響を与えている可能性も考慮する必要が

あるだろう。

更に、日本語教師が学習者の習得に対して果たす役割の中身については、大

きくA理解・定着を促す、B動機付けの維持・向上、C（ネイティブならではの）

日本語・日本情報のインプット、の三つに分かれた。 Cに関する言及は海外の

日本語教師に見られるが、取り立てて海外の教員に目立つほどではない。 Aに

関する言及は年数を問わず見られるが、 Bに関する言及は新米教師には見られ

ない。従って経験年数が増えるに従ってBへの意識が高まる可能性がある。
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３－２　よい日本語教師、未熟な日本語教師について

全回答を＜表10：巻末３＞に示す。＜表10＞より未熟な日本語教師に関する

意識については、熟練教師とそれ以外の教師とで視点が異なっている可能性が

伺える。熟練教師は全て教える技能に関する問題に言及している。これらの未

熟さは教育経験を積めば上達する可能性の高い問題である。一方中堅及び新米

教師の中からは経験のなさから来る未熟さ以上に、「人間的な未熟さ」を指摘す

る意見が多く見られた。特に「ひとりよがり」に代表される柔軟性の欠如、学

習者への配慮不足、「教師のおごり」を指摘する意見が多く見られた。そして

「自己の感情をすぐに表に出す教師。２つめは、未熟というよりも、むしろ経験

の長い教師の中にこそ多いかもしれない。」（国内・海外７年）とあるように

「経験の長い教師にこそ多く見られる未熟さ」の存在を指摘している。この結果

は｢技能的未熟さ｣と「人間的未熟さ」の対立が新米教師と熟練教師との間のビ

リーフの溝を産んでいる可能性を示唆している。

一方、「よい教師像」については、経験年数の高い教師ほど人間的魅力に言及

し、経験年数の低い教師ほど教育の技能面に言及している。これは経験年数に

応じて課題として意識する領域が技能的な領域から人間的（コミュニケーショ

ン）の領域へと比重が変化する可能性を示唆している。この項目に関しては経

験年数に応じた数的調査により有意な差が生じる可能性がある。

３－３　日本語教育の役割について

全回答を＜表11：巻末４＞に示す。ここで最も注目すべきは熟練教師の多く

が本格的な回答を避けたことである。避けた理由については様々な原因が考え

られるが、回答にもあるように「日本語教育について大それた意義を持つ、又

は語る必要はない」と感じている可能性が高い。回答者数が少ないため一般化

は不可能だが熟練教師はマクロな視点で日本語教育の意義を語ることについて

消極的と見える。これは熟練教師に限った現象ではない。ほとんどの教師が学

習者の個別のニーズに答えることを教育の目的とし、そうしたニーズにこたえ

る活動がどのような社会的文脈の中に位置づけられるのかという視点、自分自

身の活動がどのような社会的・政治的インパクトを持ち、自分自身の活動によ

って目の前の学習者の教室外の環境デザインに代弁者（Advocator）としてどう

関わっていくかという方向性は見られない。元来、日本語教師に関心をもつ人

間は人間・ことば・異文化に関心が高く、社会や政治に関心が薄いといわれて

いる。しかし新指導要領においては「日本語教育を実践するためには、学習者
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個別の特質を見つけるミクロ的な視点と、個々の学習を社会的文脈の中に位置

づけるマクロ的な視点の両面が必要になる」（日本国際支援協会、注１）と考え

られていることを考慮すると、日本語教育の目的を「日本語を教え使えるよう

にすること」とする回答が目立つのは問題と思われる。それに加え、環境デザ

インとしての日本語教育への理解を促す教育が必要なのではないだろうか。

３－４　日本語教師の役割について

全回答を＜表12：巻末５＞に示す。この回答は教育の役割とも関連して答え

ているものが多くみられ、教師の役割にも「日本語を教える人」といった回答

が多く見られた。新指導要領及び最近注目されている状況的学習論（学習環境

全体の質的向上を目指す教育）（西口2001：105－119）、人間主義的日本語教育

の概念に類する役割を指摘する回答については、ファシリテーターとしての役

割を指摘した教師が２名見られた程度で、あまり積極的には触れられていなか

った。また「日本文化、日本を紹介する」という役割への言及が特に海外で日

本語教師をしている回答者に多く見られた。一方カウンセラーとしての役割を

指摘する回答は日本で教える日本語教師に多く見られた。そして新指導要領に

おいて中核をなす「コミュニケーション」という言葉を用いた回答は非常に少

なかった。これにより、日本語教師の役割意識については、国内外、各教育機

関で差が認められる可能性が高いこと、新指導要領で積極的に提唱されている

教師の役割像といったものはあまり現場の教師に浸透していない可能性がある

ことが伺える。これらの役割意識の差を数的に示すための調査が必要である。

３－５　日本語教師の成長について

教師の成長の方向性には様々なものが挙げられるがその方向性を大別したも

のを＜表13＞に示す。アンケートの結果、全員が１または２に関する成長を考

えていたことがわかった。また２、３にまたがる領域として近年新指導要領や

三登他（2003：209－225）等で取り上げられている教師自身のエンパワメント

の向上があるが、これについての言及は見られなかった。自己を理解すること

の中で「自己が学習者に及ぼす抑圧の構造を理解する」ことにつなげるには一

度そういった視点をどこかで学ぶ必要があるであろう。下記に示すように国語

教育出身の海外教師歴1年の教師からは日本語教師が外的抑圧として働いている

という指摘が見られた（巻末表12：19）。こうした意見からも現役教師の再研修

の必要性が見出される。
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また日本語教師が成長するためのリソースについては＜表14＞のような結果

となった。教師の成長として提唱されて

いる先輩教師によるメンタリングや新指

導要領にも取り上げられているポートフ

ォリオなどに言及する意見はほとんど見

られなかった。これらの手法は教師の成

長を促す上で非常に有用であると考えら

れるが、これらの手法に関する知識を持

たない、あるいは必要性を感じない現職

教師は多く存在すると予想される。

４．おわりに―日本語教師養成、日本語教師の成長の方向性に対する提言―

４－１　結果と考察のまとめ

今回の調査では日本語教師のビリーフに関する意識について質的な調査を行

い、どのような傾向があるかを調べた。今回の調査で明らかになったことを以

下に示すと次のようになる。

（１）教師が学習者の習得に与える役割の大きさについては、海外・国内、教

育経験に関わらず低くとらえている可能性が高い。また経験年数が増

えるに従って「学習者の動機付けの維持・向上」に対する役割意識が

高まる傾向がある。

＜表13＞　教師の成長の３つの方向

＜表14 教師が成長するための学び先＞
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（２）未熟な教師とよい教師像については、経験年数によって傾向が異なる可

能性がある。経験年数が高い場合は教育技能の未熟さを意識し、経験

年数が低いないし中程度の場合は人間的未熟さを意識している。また

よい教師については、その逆の傾向がうかがえる。

（３）日本語教育の役割については、多くの教師が「日本語を教えること」

「日本文化を教えること」と考えており、ミクロな視点で役割を捉えて

いる傾向がある。マクロな視点、社会的な役割への言及は少ない。

（４）日本語教師の役割については、「日本語を教える人」という回答が中心

で、海外では「日本語・日本文化を教える人」、国内では「カウンセリ

ングをする人」と傾向が異なる可能性がある。

（５）日本語教師の成長の方向性としては技能的成長、人間的成長を重視し、

社会的な成長はあまり重視されていない。また成長の手段として、最

新の動向を反映した手段を採用している教師は少ない。

これらはあくまでも質的に答えた回答における傾向をとらえたものであり、

これらの傾向を確実な情報とするためには量的な調査が必要である。ただし日

本語教師自身が抱いているビリーフに関して海外・国内と経験年数に応じて質

的に調査したものは管見の限り見られない。このデータは今後のビリーフ研究

において非常に有用なものとなると考えている。

４－２　新指導導要領への提言

最後に筆者が望ましいと考えている教師養成のあり方について述べることに

する。筆者はどのような形で日本語活動をするとしても教師としての最低限の

技能は必要と考える。それはスポーツやある種の道具の使い方を覚える類に属

するものに共通する技能である。これに相当するのが指導法である。縫部

（2000）は教師に求められる技能として（１）自己を知ること（２）他者と相互

交流すること（３）効果的に指導できること（４）日本語・日本文化・日本社

会に精通することの４点をあげている。筆者は（３）の指導能力に加え（１）

（２）（４）が加わったこの４技能を満たすような教員養成課程が望ましいと感

じている。そしてそのほとんどは現場での実習によって学ばれるべきである。

実習中心の教員養成として有名なものに早稲田大学日本語教員養成課程の日本

語教育プログラムがあるが（細川2001）、その方向性が今後拡大していくことが

望ましい。自己の理解を深め、他者と相互交流する能力を身につけるには現場

で学ぶしかない。そして教師共通技能を修めたものがそれぞれの興味に応じて
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専門性を身に着けていくことが望ましいと感じている。

４－３　日本語教育能力試験への提言

伊東（2005）は現行の日本語教育能力検定試験の限界を指摘した上で、香港

における英語教師の資格認定のための試験 English language benchmarking に基づ

き、現行の日本語教育能力検定試験に対する改善案として次の４点を指摘して

いる。

１）教育目標の明確化

２）日本語教師標準の設定

３）評価の複数回実施、ティーチング・ポートフォリオ評価の推進

４）パフォーマンス・テストの実施

筆者も日本語教育能力検定試験はパフォーマンス・テストを伴うものである

ことが望ましいと考える。しかし、そのテストを実施する前にコアとなる教員

能力をはかる簡単な試験を実施する。それが現行の日本語教育能力検定試験に

あたるものとなる。能力試験の項目を教授法・言語に関する知識、日本語能力、

適性検査などをはかるものと変え、それに合格したものに対し二次試験のパフ

ォーマンス・テストを課す。そこでは現場での教授能力を測るために一定期間

授業録画したものをポートフォリオとして提出する。そしてその試験に合格し

たものが、それぞれの専門性に応じ、一般的な資格試験の他に細分化された資

格試験を受験する。例えば、地域における日本語支援に関する能力私権、高等

教育機関でのアカデミックジャパニーズを教える能力試験、海外における日本

語教育の専門性を問う試験などである。

この発想は細川（2001）の提言とも一致するところがある。細川は一回的な

日本語教育能力試験を更に専門的にすることに異を唱え、以下のように述べて

いる。

したがって、もし一回性の試験を実施していくとすれば、その内容は、日

本語教育の実践を志望するに当たっての基礎的な知識や志望者自身の基本

的な日本語運用能力を問うということになるだろう。その場合には、合格

者を極端に絞るという発想ではなく、できるだけ多くの人が参加できるよ

うな体制であることが望ましいし、出題も重箱の隅をつつくような細かい

問題ではなく、日本語・日本語教育に関する基本的な知識や読解力・文章

力を測る程度のものでいいはずである。（略）むしろ日本語教育能力基礎検
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定でもいいような位置づけとし、この検定に通らなかったら日本語教師へ

の道はあきらめたほうがいいというような位置づけの方が望ましいと考え

るわけである。（細川2001：38）

筆者もこの考えに同意する。能力試験が変更になって3年目になるが、早急な

改革が必要であると感じている。

４－４　教師間のビリーフの溝を埋めるために

今回の調査で経験年数によって教師のビリーフが異なっていること、経験の

ある教師に対する経験の浅い教師の不満、経験の浅い教師に対する経験のある

教師の不満が存在する可能性が明らかになった。この溝を埋めるためには次の

２つが有効であると考えている。

（１）旧指導要領で学んだ教師に新指導要領の内容を学んでもらう。主任級の

教員に対して（アクション・リサーチ等をとりこんだ）再研修を行う。

現行の日本語教育能力検定試験を受験してもらう。

（２）どちらの立場にも通じた第三者的な専門家によるメンタリングを実施する。

（１）（２）は共に活動の兆しは見られるが本格的な動きにはいたっていない。

現場では日々の授業の準備と実施に追われ、意識していても何も動きがとれ

ないことがほとんどである。筆者自身問題は感じていても何もしてこなかった。

しかし教師は教師として必要な技術を身につけ、資格をとって教壇に立つこと

をもって教師になれるわけではない。「先生」と呼ばれながらも教育現場で接す

る学習者（のタイプやレベル、ニーズ、問題）に対して行った自らの実践を観

察・内省・改善していく過程を積み重ねて、少しずつ教師に近づいていくので

ある。このような「教師の成長」（岡崎・岡崎1997：９－10、横溝2000：６－８）

という考えが現在の教師養成の主流であることを考えると、現場の教師は自身

の活動をより意識化し、他者の事例と比較しながら分析的に考察し、自己の成

長につなげるべきであろう。このような「教師の成長」を可能にする手段とし

てアクション・リサーチ（注２）やティーチング・ポートフォリオ等があるの

は言うまでもない。

４－５　今後の課題

今回は筆者の知人のネットワークを通じて回収した電子メールによるアンケ

ート回答をもとに傾向を分析した。この分析によって日本語教師のビリーフに
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関して様々な傾向を指摘したが、課題は多く残っている。今後はより詳細な調

査とデータ収集、教師に関するビリーフを取り扱った先行研究とのつきあわせ、

地域を絞った調査が必要である。またアンケート回答者からは「こういったア

ンケートに協力する教師はそもそも意識が高い。アンケートに協力的でない教

師の意識を調べなければ教師間のビリーフの溝の実態は明らかにならないので

はないか」という指摘もあった。あわせて今後の課題としたい。

注
a 日本国際教育支援協会「新しい日本語教育能力検定試験とその位置づけ」（http://www.jees.or.jp/jltct/

about.htm）
s アクション・リサーチとは「自分の教室内外の問題及び関心事について、教師自身が理解を深め実

践を改善する目的で実施される、システマティックな調査研究」（横溝2000：17）のことである。
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巻末２　＜表９＞教師が学習者の習得に対して果たす役割の大きさについて
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巻末３　＜表10＞未熟な教師とよい教師に関する意識
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巻末４　＜表11＞日本語教育の目的・意義に関する意識
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巻末５　＜表12＞日本語教師の役割に関する意識
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